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南吹田地域の地下水汚染問題の概要について 

 

１ 南吹田地域土壌・地下水汚染の主な経過 

  別紙のとおり。 

 

２ 南吹田地域の特徴 

（１）南吹田地域の主な事業（参考資料「南吹田地域の主な事業（P1）」参照） 

  ア 道路整備事業（都市計画道路南吹田駅前線） 

  （ア）事業者・・・吹田市 

  （イ）工事期間・・・平成 24年度から平成 30年度 

  （ウ）地下構造物設置箇所・・・参考資料「地下構造物設置イメージ図（P2）」参照 

  イ 鉄道建設事業（おおさか東線） 

  （ア）事業者・・・大阪外環状鉄道株式会社 

  （イ）工事期間・・・平成 22年度から平成 30年度 

（ウ）地下構造物設置箇所・・・参考資料「地下構造物設置イメージ図（P2）」参照 

  ウ その他事業 

    上記ア及びイの 2事業の実施に合わせて、当該地域に点在する畑や駐車場等の土

地における開発事業が行われる可能性が考えられる。 

（２）地下水の飲用水源としての利用 

   南吹田地域に立地する本市泉浄水所においては、以下に示すとおり地下水を飲用水

の水源として利用している。 

  ア 設置井戸本数・・・8本（参考資料「井戸設置位置図（P3）」参照） 

  イ 揚水実施井戸本数・・・4本（同図「水道原水の取水井戸」№1、6、7、9） 

  ウ 揚水量・・・約 6000㎥／日 

  エ 地下水の揚水深度・・・GL-200m以深 

 

３ 南吹田地域の地下水等の状況 

  観測井戸設置箇所（地質調査箇所を含む）については、参考資料「井戸設置位置図（P3）」

参照。 

（１）地質状況（参考資料「地質想定断面図（P4）」参照） 

   南吹田地域においては、盛土以深の厚さ 5～6m の沖積砂質土層により、第一帯水

層が形成されている。また、同層の下層に分布の厚さ 2～3m の沖積粘性土層（難透

水層）により、帯水層が区分されている。さらにその下層の洪積砂礫層により、第二

帯水層が形成されている。 
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（２）地下水モニタリングの現状 

   平成24年度以降の南吹田地域における地下水質測定及び地下水位測定については、

前述の２（１）に記載した道路整備事業及び鉄道建設事業の影響を把握するため、以

下の内容で実施している。 

  ア 地下水質測定 

  （ア）測定頻度・・・4回／年 

  （イ）測定項目・・・参考資料「測定項目一覧表（P5）」のとおり。 

  イ 地下水位測定 

  （ア）測定頻度 

全地点測定は、4回／年。 

     鉄道建設用地周辺の観測井に限定した測定は、1回／2週間（平成 24年 8月か

ら測定開始）。 

     観測井№11、34、35、48における自記水位計による測定は、1回／1時間（観

測井№11、34、35 については、平成 24年 8月、観測井№48については、平成

25年 3月から測定開始）。 

（３）地下水流動 

南吹田付近の広域的な地下水の流動は、地下水が北部の千里丘陵から流下し、神崎

川の鋼矢板で堰止められ、神崎川沿いに南東へと流下して、南吹田地域へ流れ込む流

れであると推定される（参考資料「広域の地下水流動図（P6）」参照）。 

また、南吹田地域に流れ込んできた地下水は、JR東海道本線をくぐり、神崎川沿い

に回り込み、北東方向と北西方向に向かって流下する流れであると推定される（参考

資料「南吹田地域の地下水流動図（P7）」参照）。 

また、鉄道建設工事等の地下水流向に与える影響については、現在のところ確認さ

れていない（参考資料「第一帯水層の地下水位コンター図№1、№2（P8、9）」及び「№

11、№34、№35、№48地点の連続地下水位測定結果 1、2（P10、11）」参照）。 

（４）地下水汚染の経年変化（第一帯水層） 

   平成 11年度の調査開始当初から、地下水汚染の親物質であるトリクロロエチレン

及びテトラクロロエチレンの基準超過は、A社工場敷地内及び工場付近の観測井での

み確認されている。 

   平成 15年度から平成 19年度の調査結果において、トリクロロエチレン等の分解生

成物であるシス-1,2-ジクロロエチレンの高濃度地下水汚染域が地下水の下流側に移

流している傾向が確認された。この結果を受けて、平成 20年度に地下水汚染機構解

明調査を改めて実施し、汚染状況を把握した。平成 24年度には、鉄道建設工事によ

り鉄道建設用地に設置されていた観測井が撤去されたため、一部の汚染状況の継続性
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が失われた状況となっている。また、平成 25年度には、シス-1,2-ジクロロエチレン

が高濃度で検出されていた地点の大幅な濃度減少や北側の調査地点における塩化ビ

ニルモノマーの地下水基準値超過等、これまでの調査結果と異なる結果が確認された

（参考資料「シス-1,2-ジクロロエチレンによる地下水濃度コンター図№1～5（P12～

16）」及び「塩化ビニルモノマーによる地下水汚染濃度コンター図№16～18（P17～

19）参照）。 

   なお、一部の第二帯水層の調査地点において汚染が確認されているが、汚染が局所

的であり、汚染濃度も第一帯水層と比べ低濃度であることから、汚染の大半は第一帯

水層に留まっているものと考えられる。 

（５）土壌汚染分布 

   平成 20年度の汚染機構解明調査の結果、土壌については、A社付近において浅い

深度から汚染物質が検出され、地下水の下流である北東方向に行くに従い、検出深度

が深くなる傾向が確認されている（別紙 2「シス-1,2-ジクロロエチレンによる土壌汚

染濃度分布図 1、2（（P20、21）」参照）。 

 

４ 工場敷地内の浄化対策の取組 

（１）揚水対策実施状況 

   工場敷地境界にある下水道管へ流入する地下水からトリクロロエチレンが検出

（5.9mg/L、基準値 0.03mg/Lの約 197倍）されたことにより、工場内の調査を行い、

地下水汚染が判明したことから地下水の揚水曝気を開始した。その結果、平成 4年度

（1992年度）から平成 21年度（2009年度）にかけて、地下水のTCEの平均濃度が

約 1/100まで低下している（参考資料「工場敷地内の浄化対策の取組（揚水対策実施

状況）（P22）」参照」）。 

（２）バイオ浄化のこれまでの取組（参考資料「工場敷地内の浄化対策の取組（バイオ浄

化のこれまでの取組（P23）」参照） 

工場敷地内のバイオ浄化を行うにあたり、パイロット試験が行われている。 

  ア パイロット試験 1（単井戸注入試験Case1） 

    地盤に影響を与えない適正注入圧を確認することを目的とした試験（工業用水を

使用）。試験の結果、A 社が注入時に使用する注入圧において、地盤への影響（割

裂等）は確認されなかった。 

  イ パイロット試験 2（単井戸注入試験Case2） 

    バイオ助剤の到達範囲、周辺環境や生態系への影響を把握することを目的とした

試験。現在、試験結果報告書を確認中。 
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（３）バイオ浄化の今後の取組（参考資料「工場敷地内の浄化対策の取組（バイオ浄化の

今後の取組（P24）」参照） 

  ア パイロット試験 3（複数井戸注入試験） 

    パイロット試験 1、2で得られた結果を踏まえ、複数井戸にバイオ助剤を注入し、

バイオ助剤や汚染地下水の挙動を把握することを目的とした試験。現在、計画書を

確認中。 

  イ 工場敷地全体の浄化対策 

    上記アのパイロット試験3の結果を踏まえ、工場敷地全体の浄化対策が計画され、

実施される予定。 

 

５ 吹田市土壌・地下水汚染調査等専門員からのご意見 

（１）地下水質及び地下水位等の測定による環境監視を充実して、汚染状況を的確に把握

していくことは最低限必要である。 

（２）汚染は地下水の流れによって拡がることから、南吹田地域を含め広域的に地質学

的・地理学的な地下水流の解明に取り組むことも検討してはどうか。その場合、第二

帯水層以深も含め広域モデル、局所モデルの両面からの地下水流シミュレーションの

確立も重要である。 

（３）浄化対策を実施する場合は、長期的、短期的対策の見極めと対策技術の適切な選択

が必要である。 

（４）浄化対策を実施する場合は、平成 24 年度に検討した浄化対策案はすでに 2 年経過

していることから、改めて対象物質や汚染状況を確認して浄化対策案を作成する必要

がある。 
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南吹田下水処理場の流入水で有害物質であるトリクロロエチレン等が検出 

 

１ 非鉄金属業の工場（以下「A 社」という。）に隣接する下水道マンホールへ流入

している湧出地下水にトリクロロエチレン等が含まれていることを確認 

２ トリクロロエチレンを多量に使用している A 社に対して場内の汚染の確認及び

浄化対策の実施を指導し、同社が地下水の浄化対策を開始 

 

汚染が判明した地点から約 120ｍはなれた事業所の地下水で、トリクロロエチレ

ンが分解した有害物質であるシス-1，2-ジクロロエチレンを確認 

 

吹田市土壌・地下水汚染調査等専門員を設置し、学識経験者の助言を得て、当

該地域の地下水汚染機構解明に向けた調査開始 

 

１ 住民説明会開催（地下水汚染機構解明調査について） 

２ 当該地域の詳細な地下水汚染機構解明調査を実施し、汚染範囲及び汚染源

を把握 

市は、調査結果を総合的に解析し、A 社が当該地域に分布している有機塩素

化合物による土壌・地下水の汚染原因である蓋然性が非常に高い（一般的に因

果関係を立証するために必要とされる程度）と判断した。別添 1「見解書」参照。 

 

１ A社が市に汚染原因等に関する見解を提示 

汚染原因に関して、市の見解と異なり、当該地域の汚染を２つの汚染域に分け

て捉え、自社に隣接する北西部の汚染域については自社敷地内汚染による蓋然

性があることを確認したが、自社から離隔する北東部に局在した高濃度汚染につ

いては、自社敷地内汚染との関連性が窺えるいくつかの間接事実を確認したもの

の、因果関係を確認するには至らなかった旨及び当該地の汚染の浄化に関して、

市に協力していく立場である旨が示された。 

２ バイオスティミュレーションによる地下水汚染浄化実証試験開始 

 

１ 浄化実証試験によりバイオスティミュレーションの効果を確認 

２ 浄化対策計画の素案３案を作成 

 

浄化目標の設定 

 1,2-ジクロロエチレン及び塩化ビニルモノマーが環境基準値の 100倍を超過する

範囲を、平成 30年度までに環境基準値の 10倍以下にし、その状態を 2年間維持

する。 

 

１ 住民説明会開催（浄化対策計画案作成に関する協力要請及び今後のスケジュ

ールについて） 

２ 南吹田地域土壌・地下水汚染を考える会から「南吹田地域汚染地下水の浄化

実施に関する要望書」提出される（3206名署名）。 

３ 浄化対策計画案に係る提案書・見積書の募集を行い、学識経験者の評価を得

た。 

 

１ 市として浄化対策に取り組むことを政策決定 

２ 浄化対策関連予算案を市議会に提案するにあたり A 社に対し、市への協力に

関する考え方を示すよう文書にて依頼し、回答を得た（別添 2「回答書」参照）。 

３ ９月市議会に浄化対策関連予算案を提案したが、認められず。 
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